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1　は じ め に

本稿の目的は，地方自治体の地域活性化施策
について，公開データベースを利用することの
有効性を示すことである．とりわけ，本稿では，
「地域経済分析システム（Regional Economy 

Society Analyzing System）」（以下，RESAS）を
活用し，地域産業の活性化に焦点を当てた分析
を行う1）．
多くの地方では，人口減少や高齢化の進展が

社会問題となっており，「地方創生」への取り
組みの必要性が高まっている．しかし，地方の
各産業においては，開発コストや人材の確保に
対して十分な経営資源（ヒト・モノ・カネ・情
報）を有しているわけではない．こうした状況
から，日本企業の課題として「ものづくり」は

　1） RESASとは，地域経済に関する様々な官民
のビッグデータ（産業，人口，観光，農業等）
を「見える化（可視化）」したシステムである．

得意でも，それを高い業績に結びつけることが
できてないという指摘がなされている（延岡，
2001）．
本稿では，地方自治体の地域活性化施策に着
目し，限られた経営資源を適切な産業に配分す
るためにはどのような検討をすべきなのかを示
すことにしたい．本稿の結論を先取りするなら
ば，以下の通りである．すなわち，地方自治体
による地域活性化のためには，公開データベー
スを活用して地域の代表産業を特定し，「選択
と集中」を行ったうえでの経済・産業支援施策
が必要であるということである．
こうした問題意識に基づいて，本稿では岩手
県岩泉町を分析対象とした研究を行う．岩泉町
は，2016年 8月末の台風 10号による豪雨災害
で被災した地域である．同町は，農業や林業，
製造業などの産業施設において甚大な被害を
被ったため，産業面における復興が喫緊の課題
となっている．こうした状況においては，地域
経済の活性化に影響力のある産業に対して，限
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られた経営資源を集中させる必要があると思わ
れる．そのため，本稿が着目する地域経済の活
性化という観点からすると適切な分析対象であ
ると考えられる．なお，本稿の分析に用いるデー
タは，主に公官庁が提供しているデータベース
と雑誌，新聞記事などの二次データに依拠して
いる．
以下では，組織の資源配分に関する既存研究

と RESASの活用に関する既存研究の検討を行
う．そのうえで，岩泉町の経済・産業の現状把
握を行い，どのような産業が中心的な役割を果
たしているのかを示す．さらに，岩泉町の今後
の復興施策に対する処方箋を提示する．

2　既存研究の検討

2.1　組織の資源配分に関する研究
一般的に，組織が有する経営資源（ヒト・モ

ノ・カネ・情報）は限られている．組織は，競
争優位を獲得・維持するために，それらの資源
を有効活用する必要がある．経営戦略論におけ
るリソース・ベースド・ビュー（組織内部の経
営資源に注目する研究群）では，適切な資源配
分を戦略的に行う必要があることが指摘されて
きた（Penrose, 1959 ; Barney, 1991）．とりわけ，
組織の最適な資源配分についての分析フレーム
ワークを提示したボストン・コンサルティング・
グループの「製品ポートフォリオ・マネジメン
ト（以下，PPM）」は，企業の戦略的な競争優
位の獲得・維持に大きく貢献した分析モデルで
あると言える．この分析モデルでは，多角化企
業の各事業を「市場成長率」と「相対的マーケッ
トシェア」の 2つの軸を用いて評価し，以下の
4つのタイプに事業を分類する．すなわち，「金
のなる木」，「スター」，「問題視」，「負け犬」で
ある．これらのタイプに分類したうえで，企業
の全社的な戦略として，「金のなる木」で得ら
れたキャッシュと「負け犬」を売却して得た
キャッシュを特定の「問題児事業」に集中的に
投資し，その「問題児事業」を「花形」へと育
成するのである．

PPMの分析モデルから示唆されることは以
下の通りである．すなわち，企業が競争優位を
獲得・維持するためには，限られた経営資源を
将来的に成長の見込める事業に集中的に投資す
る必要があるということである．
この分析モデルは，主として企業のキャッ
シュをどの事業に重点配分するかを考えるため
の体系的なフレームワークである（沼上，
2009）．そのため，本稿の分析対象である地方
自治体についての資源配分を検討する際にも有
用であると思われるけれども，若干の注意が必
要である．なぜならば，地方自治体は企業とは
異なり，地域内の各産業を自らが運営する事業
とは見なしていない．また，地方自治体では，
地域内の各産業で得られたキャッシュを他の産
業の育成のために投資するということも想定し
ていないと思われる．しかしながら，限られた
経営資源の活用先の「選択と集中」が必要であ
るという PPMの指摘は，本稿の分析対象であ
る地方自治体に対しても有益な示唆を与えてく
れるものである．
では，地方自治体は，限られた資源をどの産
業に重点的に配分すれば良いのだろうか．この
問題に対する一つの解決策を提供してくれるも
のが公開データベースである RESASである．
以下では，RESASの活用に関する研究を紹介
していくことにしよう．

2.2　RESASの活用に関する研究
RESASとは，2015年 4月に経済産業省が内

閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局と共
同で提供を開始した地方創生に向けた情報支援
ツールである．具体的には，産業や人口，観光，
農業などの地域経済に関する様々なビッグ・
データをグラフィックに表示させることでわか
りやすく「見える化」するシステムである．当
初，RESASの主な利用者は，地方自治体であっ
た．そのため，現在では日本全国の 95%以上
の自治体において RESASを活用した客観的
データに基づく政策の検討・立案が始まってい
る（綿貫，2017）．RESASの主なデータベース
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は，総務省・経済産業省の統計データである「経
済センサス」や「工業統計調査」，環境省の「地
域産業連関表」といった公的なデータに加えて，
株式会社価値総合研究所による「地域経済計算」
のデータや POSデータ等の民間調査会社の
データを併用している．そのため，データの信
頼性はある程度高いと考えることができる．

RESASの運用が開始されて間もないため，
この情報支援ツールに関する学術的な研究は余
り多くない．RESASを特集した学術雑誌とし
ては，『経営システム』が挙げられる．同誌第
26巻第 4号の冒頭では，「数ある学会誌のなか
でも初めての RESAS特集」と述べられている
（片岡，2017）．さらに，同誌の掲載論文の多く
は RESASの機能紹介や教育機関での活用例に
留まっている（綿貫，2017 ; 松浦，2017）．
事例研究のエビデンスとして RESASのデー

タベースが活用されている研究としては，大阪
府八尾市における政策課題の導出についての研
究や岩手県一関市商工会議所による地域資源活
用事例の研究が挙げられる（八尾市経済環境部
産業政策課，2017 ; 菅原，2017）．本稿は，
RESASを活用した学術的研究の一環として，
これらの諸研究に追加的な分析視角を提示する
ことができると思われる．
以下では，RESASを用いた事例分析を行い，
岩泉町の産業の現状把握と産業の特性から地域
活性化のための施策について検討することにし
よう．

3　事 例 分 析

本稿では，岩手県岩泉町を分析対象として取
り上げる．2016年 8月末の台風 10号による豪
雨災害で，岩泉町は農業や林業などの産業施設
だけでなく医療や教育施設などで甚大な被害を
受けた．その被害額は約 438億円となってい
る2）．2017年 2月には「台風第 10号豪雨災害

　2） 岩 泉 町 ホ ー ム ペ ー ジ（https://www.town.
iwaizumi.lg.jp/docs/2016090200020/），2016 年

に伴う復興事業スケジュール」が公表され，復
興のための活動が本格化している3）．当該スケ
ジュールによれば，甚大な被害を受けたインフ
ラの復旧・改修工事については 2020年を目処
としているのに対して，農林水産業や製造業の
復旧については比較的短期間での復興を目指し
ているようである．すなわち，これらの産業が
岩泉町を経済的に復興させるための重要産業で
あることを行政が認識していることを示唆して
いる．
岩泉町による復興施策は，地域経済の活性化
にとって妥当なのであろうか．本稿では，この
ことを検討するために RESASを用いた分析を
行う．分析で用いた RESASの各種データは，
2014年時点の調査で得られたものであるけれ
ども，岩泉町の経済・産業の現状を把握するた
めには十分有効であると思われる．以下では，
岩泉町において，どのような産業が中心的な役
割を果たしているのかを現状把握したうえで，
復興施策に対する示唆を提示していくことにし
よう．

3.1　岩泉町の産業についての現状把握
本節では，岩泉町の代表的な産業を確認する．
第 1図は，岩泉町における 2012年の産業別売
上高を示したものである．この図によれば，岩
泉町の経済を牽引している産業は，建設業と製
造業，卸売業・小売業であることが読み取れる．
とりわけ，建設業と製造業が岩泉町の代表的
な産業であることは，行政にとっても周知のこ
とであろう．建設業においては，企業が農林業
へ参入する動きが見られることから，建設業と
農業・林業の関係性が強い．岩泉町は，地域の
特性として中山間地域における農業・林業が盛
んである．また，2011年の東日本大震災に関
わる復興事業によって，建設業の需要が高まっ

12月 26日現在．
　3） 「台風第 10号豪雨災害に伴う復興事業スケ

ジュール」（https://www.town.iwaizumi.lg.jp/
docs/2017013100014/file_contents/schedule_
hp.pdf）．
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ているという現状から考えても建設業および農
林水産業に対する復興支援は重要である4）．
しかし，建設業や農林業だけではなく製造業

についても重点的な復興支援が必要であろう．
第 2図は，岩泉町の製造業の売上高の内訳を示
したものである．この図によれば，製造業のな
かでも飲料・たばこ・飼料製造業と食料品製造
業が岩泉町を代表する製造業であることが読み
取れる．
岩泉町では，「岩泉ヨーグルト」や「龍泉洞

の水」などの地域ブランドとして有名な製品が
多数存在している．これらの製品を製造する企
業は，台風 10号の豪雨災害で甚大な被害を受
けた．たとえば，岩泉町乙茂に拠点を置く岩泉
乳業は，被災によって操業停止状態が続いてい

　4） 図 1によれば，農林業の売上高が 15億 2,500
万円であるのに対して，漁業は 3,200万円で
ある．農林水産業の売上の内，農林業が占め
る割合が高いことから，以降の記述では農林
業とする．

る5）．同社は，周辺地域の生乳を集約する施設
も兼ねているため，酪農産業に対する影響は計
り知れない．また，第三セクターの岩泉産業開
発が扱う「龍泉洞の水」や缶コーヒーは 2016

年 10月に生産を再開したものの，畑わさびや
短角牛の加工工場は未だ復旧には至っていな
い6）．
以上のように，代表的な産業である建設業お
よび農林業と製造業のなかでもとりわけ食品業
に関連する各企業に対しての復興支援が岩泉町
の経済にとって重要である．それぞれの産業で
は，具体的にどのような復興施策を採るべきな
のであろうか．この点について明らかにするた
めには，岩泉町における農林業と食品業がどの

　5） 『朝日新聞』「恩返しの復旧ボランティア　豪
雨災害で製造停止、岩泉乳業・従業員」2016
年 11月 26日，p. 29．

　6） 『岩手日報』「「龍泉洞の水」復活　台風で休止・
岩泉産業開発　水質安定し生産再開」2016年
10月 8日，p. 24．

第 1図　岩泉町の産業別売上高（2012）

出所 : RESASより筆者作成
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ような特性を持っているのかを示す必要があ
る．以下では，それぞれの産業にどのような特
性があるのかを示していくことにしよう．

3.2　産業特性に基づいた復興施策の焦点
前節では，岩泉町における経済・産業の中心

的な役割を果たす産業が建設業および農林業と
食品業であることを示した．それぞれの産業に
おいて被災した企業の活動を立て直すことは急
務である．では，どのような復興施策によって
限られた資源（ヒト・モノ・カネ・情報）を各
産業に投入していけば良いのだろうか．このこ
とを明らかにするために，本報告では RESAS

の「企業影響力・感応度分析」のデータを用い
る。これらの分析によって，岩泉町の産業特性
を明らかにし，各産業が地域内でどのような環
境に置かれており，各産業に対してどのような
影響を与えているのかを明らかにすることがで
きる．岩泉町の災害復興とその後の発展を考え
るならば，各産業の特性を把握することが重要
であると思われる．

以下では，それぞれの分析について示してい
くことにしよう．産業特性を把握するためには
「企業影響力・感応度分析」が有効である7）．
企業の「影響力」とは，当該産業に対する新た
な需要が全産業（調達先）に与える影響の強さ
を示すものである．すなわち，影響力係数が相
対的に高い産業は，地域経済への波及効果が高
いと言える．また，「感応度」とは，全産業に
対する新たな需要による当該産業が受ける影響
の強さを示すものである．すなわち，感応度係
数が相対的に高い産業は，同地域の他産業との

　7） この分析では，ある産業の最終需要が 1単位
増加した場合に，地域の産業全体に対して与
える影響を業種別に把握し，どの産業の生産
が増加すれば他の産業全体に強い影響を与え
るかを産業間で比較するものである．また，
地域の全産業の需要が 1単位増加したときに
個々の産業に与える影響を業種別に把握し，
どの産業が産業全体から大きな影響を受けや
すいかを産業間で比較する．詳細な算出方法
については『地域経済循環分析解説書』（http://
www.vmi.co.jp/reca/pdf/download-04.pdf）参照．

第 2図　岩泉町の製造業売上高内訳（2012）

出所 : RESASより筆者作成
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関連性が高いと言える．
この分析を用いることで，岩泉町の建設業お

よび農林業と食品業がどのような産業特性を有
しているのかを把握することができる．第 3図
は，2010年における岩泉町の企業影響力・感
応度を示している．
この図によれば，農林業は第一象限に分類さ

れている．これは，産業間の取引構造から考え
て，産業間の取引が多く，地域の中心的な産業
であることを示している．つまり，農林業は地
域経済を牽引する産業であり，他の産業との関
連性が高いために経済波及効果が見込める産業
であるといえる．
これに対して建設業は第一象限と第四象限の

中間に分類されている．また，食品業は第四象

限に分類されている．これらの産業は経済波及
効果があるが，他の産業との関連性が相対的に
低い産業であることを示している．とりわけ，
建設業については，第 1図の売上高に示されて
いるように経済波及効果があるが，地域経済を
牽引するためには密接に関係する農林業に復興
施策の焦点を当てるべきであるということが示
唆される．また，食品業についても他産業との
関連性は相対的に低いが，食品業それ自体が地
域経済を牽引することができる産業であるとい
える．
以上の分析を踏まえて，岩泉町がそれぞれの
産業に対してどのような復興施策を採るべきな
のかを以下で考察することにしよう．

第 3図　岩泉町の企業影響力・感応度分析（2010年）

出所 : RESASより筆者作成
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3.3　分析に基づいた復興のための具体策
RESASによる「企業影響力・感応度分析」
により，岩泉町の代表的な産業である建設業お
よび農林業と，製造業のなかでもとりわけ食品
業の産業特性が明らかとなった．以下では，農
林業と食品業のそれぞれの産業特性からどのよ
うな復興施策を採りうるのかを具体的に示して
いくことにしよう．

（1）　農林業における対外的施策
岩泉町の内部資源は森林である．岩泉町の「企

業影響力・感応度分析」によれば，農林業は対
外的に影響力のある産業である．すなわち，農
林業は，地域内において付加価値を生み出し，
それを地域外へ販売することで地域外からの資
金を獲得しているのである．それゆえ，地域資
源を活用した農林業は地域内の経済に波及効果
を与えることになる．
岩泉町における地域の特性と地域資源を考え

てみることにしよう．岩泉町の地域の特性は，
中山間地域において農林業が盛んであることで
ある．また，同町の方針として，森林資源を中
心とした街づくりを進めている．
たとえば，林業では材木をつくり，材木から

木製製品が製造される．それに加えて，森林の

整備によって生じた間伐材を利用したバイオマ
ス発電や木炭の製造を行うことが可能となる．
こうして生産された木製製品や電気，木炭の外
部販売を行うことで収益を獲得する．その収益
をもとに継続的な活動を行うための再投資が行
われることが期待できるように思われる．

（2）　食品業における地域内施策
岩泉町における「企業影響力・感応度分析」
から，食品業は経済波及効果があるが，他の産
業との関連性が低い産業であることが明らかと
なった．すなわち，食品産業に属する企業は，
他産業に依存するのではなく，各社が独自の付
加価値を生み出すことで成長を模索する必要が
あるということを示唆している．
岩泉町は，これまでも食品業における付加価
値の創出に注力してきた．具体的に述べるなら
ば，1982年に設立された岩泉産業開発が製造
する「龍泉洞の水」とその関連製品である．「龍
泉洞の水」は，年間約 100万本を販売し，2015

年度の売上高で約 1億 7,000万円という極めて
競争力の高い製品である8）．また，その関連製

　8） 『岩手日報』「「龍泉洞の水」復活　台風で休止・
岩泉産業開発　水質安定し生産再開」2016年

第 1表　各産業の影響力係数と感応度係数（2010年）

係数 食料品 農林水産業 鉱業 化学 紙・パルプ 一次金属 窯業・土石製品

影響力 1.28 1.10 1.10 1.10 1.10 1.08 1.06

感応度 0.92 1.37 0.84 0.83 0.83 1.12 0.88

係数 運輸・通信業 建設業 サービス業 卸売・小売業 金融・保険業 電気・ガス・水道

影響力 1.05 1.05 0.99 0.98 0.98 0.96

感応度 1.46 0.99 1.82 1.24 0.97 1.00

係数 繊維 不動産 公務 石油・石炭製品 その他

影響力 0.95 0.90 0.90 0.82 1.05

感応度 0.84 0.86 0.83 0.82 1.00

　　出所 : RESASより筆者作成
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品としての「龍泉洞珈琲」や「龍泉洞じっ茶ばっ
茶」の開発によって，地域ブランドを全国に展
開している9）．
これまでの同社の製品開発における焦点は，

地域特有の水資源を全国の顧客に訴求すること
であったように思われる．しかし，地域ブラン
ドとして確立した現在では，顧客に新たな訴求
ポイントを示す必要がある．そこで参考となる
取り組みは，同社が行った容器の低コスト化で
ある10）．同社は，従来，容器の製造を他県の企
業に委託していたが，岩手県内の企業に外注す
ることで輸送費を抑え，製品の販売価格を低下
させることで販売数量を伸ばすことに成功し
た．
これをさらに発展させる取り組みとしては，

自社で容器を内製することであろう．しかし，
容器の製造に関する技術を新たに蓄積するため
にはある程度長期の時間を要することになる．
そこで本稿が注目したのが，製品の開発・設計
支援を行う企業の存在である．たとえば，ある
企業では、3次元デジタル・ツールを活用して
顧客企業の新製品開発を支援することで開発期
間の短縮や開発コストの低下を実現してい
る11）．こうした企業と連携することによって，
低コスト化だけでなく，容器の品質向上などに
よって新たな付加価値を創出できる可能性があ
る．製品の開発・設計支援を行う企業との連携
は，ミネラル・ウォーターだけでなく，畑わさ
びや短角牛，乳製品，松茸などの岩泉町を代表
する食品のパッケージ開発においても活用でき
るように思われる．
以上のような取り組みを行うことで食品業を

10月 8日，p. 24．
　9） 『岩手日報』「町産穀物でブレンド茶　三セク

の岩泉産業開発　食文化伝える一品　県内，
関東地方に販売へ」2008年 8月 21日，p.1．

 10） 『河北新報』「がんばってます・岩手（31）町
産業開発公社（岩泉町）」2000年 9月 29日．

 11） 3次元デジタル・ツールとは，コンピュータ
による設計支援（Computer Aided Design）や
コンピュータ製造支援（Computer Aided 
Manufacturing）のことを指す．

短期間で活性化することによって，他産業への
経済波及効果が期待でき，岩泉町の復興とその
後の発展の足がかりとすることができるのでは
ないだろうか．

4　お わ り に

本稿は，地方自治体の地域活性化施策につい
て，公開データベースを利用することの有効性
を示すこと目的として岩泉町の事例分析を行っ
た．同町では，農林業と食品業が代表的な産業
であることは広く知られているけれども，それ
ぞれの産業の特性について RESASを用いて分
析したところ，以下の 2点が明らかとなった。
（1）　岩泉町の農林業は地域経済を牽引する
産業であり，他の産業との関連性が高いために
経済波及効果が見込める．
（2）　岩泉町の食品業は，他産業に依存する
のではなく，各社が独自の付加価値を生み出す
ことで成長を模索する必要がある．
以上の産業特性を踏まえて，本稿ではそれぞ
れの産業における復興のための具体策を提示し
た．農林業については，森林を中心とした地域
資源の活用によって，木材関連製品や木材を原
料とするエネルギー関連製品を地域内外に販売
することで，農林業の活性化だけでなく森林資
源の整備に関わる雇用創出や地域活性化が期待
できる．こうした取り組みによって農林業が活
性化し，農林業と関連性の高い建設業が地域経
済を牽引する産業（第 3図の第一象限）へと転
換する可能性が高まるのである．
また，食品業については，製品の独自性を訴
求する価値づくりにこれまで注力してきたこと
が窺えるけれども，今後は製品開発や設計を支
援する他企業との連携によって，製品の製造工
程や製品提供の仕方を短いサイクルで変化させ
ていく取り組みが必要である．以上の具体的施
策によって，岩泉町は災害復興とその後の経済・
産業発展を達成できるものと考えている．
以上のことから，本稿の貢献は以下の 2点で
ある．すなわち，（1）地域活性化施策の妥当性
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を示すことと（2）RESASを用いた事例分析の
有効性を示すことである．多くの地方自治体は，
限られた経営資源を配分するための正当性を確
保する必要があると思われる．その際に，公開
データベースを活用した現状分析を行うこと
で，各種の施策に対する正当性を得ることに役
立つ可能性があることが示された．具体的には，
岩泉町の復興事業スケジュールにおける重点産
業が RESASのデータと一致していた点が挙げ
られる．一般的に考えて，復興施策と地域活性
化施策では，目的とそれを達成するまでの期間
に大きな違いが存在する．復興施策は，被害を
受けた産業を以前の状態に戻すことを短期的に
目指す取り組みである．これに対して，地域活
性化施策は，地域経済・産業への支援を長期的
に行う取り組みである．これらの施策には違い
があるけれども，限られた経営資源の活用先の
「選択と集中」がいかに妥当であるのかを利害
関係者に示す必要があるという点は共通してい
ると思われる．
また，重点産業と位置づけられた産業の特性

を RESASの「企業影響力・感応度分析」によっ
て明らかにすることで，具体的施策の立案に役
立つ可能性も示された．
最後に，本稿には多くの課題も残されている．

具体的には（1）外的妥当性の検討と（2）内的
妥当性の検討の 2点である．本稿は，岩泉町の
単一事例を検討したのみである．そのため，
RESASを用いた地域活性化施策が他の地域で
も有効であるかどうかを検討していない．今後
は，RESASを用いた分析を県単位，あるいは，
他の市町村においても同様に行うことで，外的
妥当性を検討する必要がある．
また，本稿は公開データベースを利用した分

析に留まっているという点についても課題が残
されている．岩泉町の復興施策に対する経営資
源の配分の正当性を確認するためには，同町が
どのような意思決定プロセスを経て復興施策を
取り纏めたのかを調査する必要がある．さらに，
RESASの分析から注目すべき産業を特定した
うえで，各企業の置かれている状況を踏まえた

具体的施策の実行可能性を検討する必要があ
る．これらの課題は，今後の研究課題となる．
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